
令和６年３月29日

総 務 部 人 事 課

職員団体等との交渉概要

１ 職員団体等

自治労鹿児島県職員労働組合現業評議会

２ 交渉場所・日時等

(1) 交渉場所 ７－Ａ－２(行政庁舎７階会議室）

(2) 交渉日時・参加人数

交渉日時 参加人数
(当局側を除く)

１回目 令和５年１１月７日（火） ２１人

１４：００～１５：０７（１時間７分）

２回目 令和５年１１月１６日（木） ４３人

１０：２９～１１：４３（１時間１４分）

３回目 令和５年１１月１６日（木） ４１人

１４：２８～１４：５３（２５分）

１５：４５～１６：００（１５分） ３９人
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要求項目 当局の回答 

１回目 ２回目 ３回目 

１ 現業職員の賃金決定に

ついては，春闘期に決着す

るとともに，早急に支払う

こと。また，賃金制度の改悪

や賃金水準の引き下げを行

わないこと。 

１の現業職員の方々の

賃金の早期決定，早期支

払の件について，現業の

皆さん方の給与の取扱い

については，「地方公営企

業法」に定める給与決定

原則や「地方公営企業等

の労働関係に関する法

律」等の趣旨を踏まえて，

双方協議を重ねてきたと

ころ。 

 春にも申し上げたとお

り，春闘期に給与改定に

ついて決着をすること

は，現実的に困難である

とし，令和元年 12 月 18

日に皆さん方に解約の考

え方を説明し，労働組合

法に基づき，令和元年度

に確認書を解約したとこ

ろ。 

 他方で，確認書の解約

後も，春の時期に要求書

をいただいて，皆さん方

と様々な課題や要求等に

ついてよく議論をすると

いうことは，引き続き私

どもの基本姿勢として変

わらない。 

 いずれにしても，今後

とも，皆さん方とは誠意

をもって協議を行い，適

切に対処してまいりた

い。 

 

  

２ 基本賃金を平均 34,900

円以上引き上げること。 

２の基本賃金の引き上

げの件については，皆さ

２の基本賃金の引き上

げの件について，県公労

 

３ 要求項目及び当局の回答要旨 
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ん方の給与は，「地方公営

企業法」の規定により，

生計費，同一又は類似の

職種の国及び地方公共団

体の職員並びに民間事業

の従事者の給与，当該地

方公営企業の経営の状況

その他の事情を考慮して

決定するようになってい

る。 

 そのような中で，本年

度は去る３月２８日に皆

さん方から要求書をいた

だいた。 

 その後，国家公務員に

ついては，８月７日にな

された人事院勧告におい

て，国家公務員行政職

（二）表を含む本年度の

給与改定が勧告され，去

る１０月２０日に，人事

院勧告どおり改定を行う

ものとする給与改定に関

する取扱いが閣議決定さ

れたところ。 

 また，他県における現

業職員の方々の給与改定

についても，現在，動き

が出てきている。 

 本年度の皆さん方の給

与決定の在り方について

は，私どもとしても，現

時点における判断材料を

集め，これまでの皆さん

方との交渉の経緯や御主

張も踏まえながら，生計

費，皆さん方と同一又は

類似の職に適用されてい

る国公行（二）の職員の

方々や九州各県の方々，

の皆さん方とは，一定の

結論が得られたところで

あり，そのことを踏まえ

て申し上げると，これま

での交渉の場において

も，皆さん方の給与につ

いては，「給与決定原則に

沿った取扱いを基本とし

つつ，非現業職員の給与

の取扱いという点もまた

一つの要素として意識し

ながら，検討してまいり

たい」と申し上げてきた

ところ。 

 本年度，非現業職員の

給料表の改定について

は，人事委員会の勧告ど

おり，改定することとし

たところ。 

 この非現業職員の給与

の取扱いも踏まえ，人事

院勧告で勧告された国公

行（二）俸給表の各号給の

額に，人事委員会の取扱

いに準じた措置として，

１００分の１００．２８

を乗じる措置を講じた給

料表に改定することとす

る。 

 実施時期については，

令和５年４月１日とす

る。 

 次に，期末・勤勉手当に

ついては，これまでも協

議の中で県職員全体に共

通の取扱いとしてきたと

ころだが，前回申し上げ

たとおり，改定する。 
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さらには，民間の同一又

は類似の職の方々との比

較を行った。 

 具体的には，まず，生

計費との比較に関して申

し上げると，令和５年４

月１日時点の本県の現業

の皆さん方の年間給与に

ついて，例えば，５人世

帯 ４ ０ 歳 程 度 で は ，

5,776,245 円となってい

る。 

 これに対して，本年８

月の人事院勧告による

と，令和５年４月の全国

の生計費は 4,283,820

円，また，人事委員会勧

告によると，令和５年４

月の鹿児島市の生計費

は，3,605,640円となって

いる。 

 次に，国公行（二）との

比較で申し上げると，本

県の現業の皆さん方の令

和５年４月の平均支給額

を給料，扶養手当，地域

手当のベースで見ると，

月額で 333,898円となっ

ている。 

 これに対して国公行

（二）における令和５年

の平均給与を年齢補正を

した試算で申し上げる

と， 327,435 円となって

いる。 

 また，九州各県との比

較については，各県のホ

ームページで公表されて

いる比較可能な最新の資

料で比較すると，本県現
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業の皆さん方の平均給与

月額が 333,216円である

の に 対 し ， 福 岡 県 が 

348,677 円，佐賀県が 

327,950 円，長崎県が 

355,929 円，熊本県が 

328,389 円，大分県が 

341,528 円，沖縄県が 

319,568円となっている。 

 次に，民間との比較に

ついて，人事院勧告資料

を基に運転技師の方を例

に申し上げると，本県が

平 均 年 齢 55.0 歳 で 

358,288 円となるのに対

し，民間の給与は，年齢

補正後の数値で 303,690

円となっている。 

 また，県内における類

似の職の方々と比較する

ため，賃金構造基本統計

調査を基に，自家用自動

車運転手，守衛などの皆

さんとの類似職の方々の

給与との比較を行ったと

ころ，本県が 344,639 円

であったのに対し，民間

は令和２年度から令和４

年度の平均で，222,289円

となっているところ。 

 以上のとおり，給与決

定原則に基づいて比較し

た結果，皆さん方の給与

水準は遜色ない。 

 このような状況ではあ

るが，これまでの交渉の

場においても，皆さん方

の給与については，「給与

決定原則に沿った取扱い

を基本としつつ，非現業
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職員の給与の取扱いとい

う点もまた一つの要素と

して意識しながら，検討

してまいりたい」と申し

上げており，交渉に当た

っては，その検討結果を

踏まえた取扱いをお示し

してきたところ。 

 このような交渉の経緯

がある中，今年度の非現

業職員の給料表の改定に

ついては，本年 10 月の人

事委員会勧告において，

国の俸給表に一定の調整

を行った給料表が勧告さ

れ，現在，県公労の場で

協議しているところであ

るが，皆さん方の給料表

の取扱いを検討するにあ

たり，この非現業職員の

給与の取扱いも踏まえて

対応したいと考えてい

る。 

 具体的には，人事院勧

告で勧告された国公行

（二）俸給表の各号給の

額に，人事委員会の取扱

いに準じた措置として，

１００分の１００．２８

を乗じる措置を講じた給

料表に改定したいと思

う。 

 なお，この措置により

生じる給料月額の端数に

ついては，その額に５０

円未満の端数が生じたと

きは，これを切り捨て，

５０円以上１００円未満

の端数が生じた時は，こ

れを１００円に切り上げ
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ることとしたい。 

 この措置の実施時期に

ついては，令和５年４月

１日としたい。 

次に，期末・勤勉手当に

ついては，これまでも協

議の中で県職員全体に共

通の取扱いとしてきたと

ころであるが，本年度は，

本年１２月期に支給する

期末・勤勉手当の支給割

合について，期末手当を

現行の１．２０月から１．

２５月に，勤勉手当を現

行の１．０月を１．０５

月に改定し，再任用職員

については，期末手当を

現行の０．６７５月から

０．７０月に，勤勉手当

を現行の０．４７５月を

０．５０月に改定したい。 

 また，令和６年度以降

の期末・勤勉手当の支給

割合については，６月期，

１２月期のいずれも，期

末手当を現行の１．２０

月から１．２２５月に，

勤勉手当を現行の１．０

０月から１．０２５月に

改定し，再任用職員につ

いては，期末手当を現行

の０．６７５月から０．

６８７５月に，勤勉手当

を現行の０．４７５月か

ら０．４８７５月に改定

したい。 

 勤勉手当の査定枠につ

いて変更はない。 

 実施時期については，

本年度の改定を令和５年
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１２月１日とし，令和６

年度以降の改定を令和６

年４月１日としたい。 

 なお，勤勉手当の成績

率については，国の取扱

いを踏まえたうえで，適

切に対処したい。 

 繰り返しになるが，給

料表の改定につきまして

は非現業職員の給与の取

扱いを踏まえる必要があ

ること，また期末・勤勉

手当についてはこれまで

も協議の中で県職員全体

に共通の取扱いとしてき

たところであり，これら

給与改定の取扱いについ

ては，共通課題として県

公労の場で協議してまい

りたい。 

 

３ 今後も理由の如何にか

かわらず，賃金削減は行わ

ないこと。 

 また，これまで実施され

た賃金削減額について，あ

らゆる方法を講じて補填す

ること。 

３の特例条例による削

減の件についてであるが

本県の厳しい財政状況を

踏まえ実施してきた減額

措置については，財政健

全化の状況等を総合的に

勘案し，平成２４年９月

末をもって終了したとこ

ろ。 

 この減額措置は，本県

財政の危機的な状況から

の脱却を図る上で，大き

く寄与したものと考えて

おり，職員の皆さん方に

は，本当にありがたく改

めて感謝申し上げる。 

 また，国の異例の要請

と給与減額を前提とした

交付税の削減等による給
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与減額措置については，

皆さん方にご協力いただ

いたが，平成２６年３月

末をもって終了したとこ

ろ。 

 現業統一の場でも申し

上げたが，本県の財政状

況については予断を許さ

ない状況が続くものと考

えており，現時点で，来

年度以降の減額措置の取

扱いの動向について申し

上げることは困難。 

 県の財政状況を理由と

したカット額について

は，個別の職員の給料の

減額額に応じて，補てん

することは制度上困難で

あり，また，引き続き行

財政改革に取り組まざる

を得ない本県の厳しい財

政事情の面からも困難と

言わざるを得ない。 

 

４ 非現業職員との賃金格

差の解消について 

 同じ県職員として生活水

準を確保するため，非現業

職員との賃金格差を解消す

るため３級４級の在級年数

を短縮し，行政職（一）給料

表を継ぎ足すこと。 

 

４の非現業職員との賃

金格差の解消についてで

あるが，皆さん方の給与

決定原則は，地方公営企

業法第３８条第３項に

「企業職員の給与は，生

計費，同一又は類似の職

種の国及び地方公共団体

の職員並びに民間事業の

従事者の給与，当該地方

公営企業の経営の状況そ

の他の事情を考慮して定

めなければならない。」と

されているところ。 

 現業，非現業ともにそ

れぞれの給与決定原則が

４の非現業職員との賃

金格差の解消について

は，前回議長からお話が

あったが，非現業職員と

の格差を縮小するという

観点を重視して，皆さん

方の給与について議論す

ることは，なかなか難し

いところ。 

 厳しい財政状況の中

で，生活改善の視点から

何ができるかできない

か，私どもなりに再度検

討したが，生計費，皆さん

方と同一又は類似の職に

ある国公行（二）の職員の

昇格における在級年

数の取扱いについては，

特に議長から４級まで

の在級年数の取扱いに

ついてお話があったこ

とを踏まえ，私どもとし

て何ができるか改めて

検討した。 

 その内容として，昇格

における在級年数の取

扱いについて，現行の取

扱いは，国に準じつつ，

その枠内で有利な取扱

いとしているところだ

が，４級までの昇格に係

る必要経験年数である
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あり，これに基づいてそ

れぞれの給与の決定が行

われるべきものであり，

その結果としての給与の

額が異なるということは

あり得ることであると考

えている。 

 他方で，昨今の公務員

給与への厳しい批判の中

で，技能労務職の給与に

対する関心は依然として

高い状況にあり，その経

過については，これまで

も申し上げてきたとこ

ろ。 

 私どもとしては，皆さ

ん方からの要求をよく聞

いて，生活改善の視点か

ら何ができるかできない

か，私どもなりに十分検

討したが，皆さん方の給

与水準は先程申し上げた

ような状況にあり，非現

業職員との格差を縮小す

るという観点を重視して

皆さん方の給与について

議論することはなかなか

難しいところであり，現

時点では具体的に対処す

ることは困難であると言

わざるを得ない。 

 皆さん方の給与につい

ては，平成１８年度から

国公行（二）に準じた給

料表を導入するなど，制

度の全般的な見直しを行

ったところであるが，給

与決定原則に沿った適切

な運用に努める必要があ

ると考えている。 

方々や九州各県の方々，

民間の方々との比較にお

ける皆さん方の給与水準

を踏まえると，具体的に

対処することは困難であ

ると言わざるを得ない。 

 なお，昇格における在

級年数の取扱いについて

は，前回議長から４級ま

での在級年数の短縮につ

いてお話があったが，現

行の取扱いは，国に準じ

つつ，その枠内で有利な

取扱いとしているとこ

ろ。 

 現行のとおりでまいり

たい。 

 

２５年を維持しつつ，各

級への昇格に必要な在

級年数を改めることと

したい。 

 具体的に申し上げる

と，平成２４年に行った

見直しの内容を踏まえ，

３級から４級への昇格

を現行の９年９月から

９年６月に３月短縮す

ることとしたい。それに

伴い１級から２級への

昇格に必要な在級年数

を現行の６年３月から

６年６月に，改めること

とし，令和６年４月１日

から適用したい。 
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 なお，昇格における在

級年数の取扱いについて

は，現行の取扱いは，国

に準じつつ，その枠内で

有利な取扱いとしている

ところ。 

 

５ 賃金水準等の改善につ

いて 

(1) 主任任用については，

技術や知識を蓄積した経験

年数を考慮するとともに，

公平・平等な誰でも納得で

きる任用基準を確立するこ

と。また，５級の在級比率を

引き上げること。 

 

主任制度については，

職務給の導入という観点

から，皆さん方との協議

を経て，導入したところ。 

 主任の任用について

は，私どもの責任と判断

で適切に対処してまいり

たい。 

 

５級の任用について，

前回，皆さん方から様々

なお話があったが，皆さ

ん方の給与については，

地方公営企業法の規定に

より，職務の内容と責任

に応ずるものでなければ

ならないという職務給の

原則が定められている。 

 こういう中で，平成 18

年度からの給与への転換

にあたっては，職務給の

導入を図るため，皆さん

方の給料表について，職

制の給料表への見直しを

行うとともに，任用に基

づく職としての主任制を

導入し，最高級の位置付

けについては，私どもの

責任と判断によって任用

する主任の方々としてい

るところ。 

 主任の任用について

は，これまでの議長の強

いご主張も踏まえ，職場

実態などについて，別途，

議長から人事課長がお伺

いした上で，私どもの責

任と判断で行う任用にお

いて，引き続き，一層の努

力をする。 

主任制度について，前

回，皆さん方から様々な

お話があった。  

 皆さん方の給与につ

いては，これまでも申し

上げているとおり，地方

公営企業法の規定によ

り，職務の内容と責任に

応ずるものでなければ

ならないという職務給

の原則が定められてい

る。 こういう中で，平成

18 年度からの給与への

転換にあたっては，職務

給の導入を図るため，皆

さん方の給料表につい

て，職制の給料表への見

直しを行うとともに，任

用に基づく職としての

主任制を導入し，最高級

の位置付けについては，

私どもの責任と判断に

よって任用する主任の

方々としているところ。 

 したがって，一定の年

齢や特定号給等に着目

して，一律に任用すると

いうようなことは，適切

な任用とは言えないも

のと考えている。 

 主任の任用について

は，これまでの皆さん方

からの強いご主張も踏
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まえ，職場実態などにつ

いて，別途,議長から人

事課長がお伺いした上

で，職務給の原則という

観点を十分に考慮し，私

どもの責任と判断で行

う任用において，引き続

き，より一層の努力をす

る。 

 

(2) 57 歳昇給停止を廃止

し，４級 101 号に達する前

に任用改善を図ること。 

(3) 現給保障額の減額措置

を廃止すること。 

(2)の昇給の取扱い，

(3)の経過措置額につい

ては，春に申し上げたと

おりであり，現行のとお

りでまいりたい。 

 

  

６ 人事評価について 

(1) 人事評価結果の賃金等

への運用にあたっては，評

価者は被評価者に適切な指

導や助言を行い，人材育成

につなげること。 

(2) 勤勉手当における査定

枠を廃止すること。 

 

６の人事評価制度につ

いて，(1)の評価結果の上

位区分の給与への反映に

ついては，平成３０年度

の皆さん方との協議を経

て，勤勉手当について，

令和元年１２月期支給か

ら，昇給について，令和

３年１月期昇給から，実

施しているところ。 

 評価結果の上位区分の

給与への反映における運

用については，評価の結

果を給与に適切に反映さ

せることが重要であると

考えており，私どもの責

任と判断により適切に対

処してまいる。 

 次に，人事評価制度の

見直し及び評価結果の上

位区分の昇給への反映に

係る昇給幅等の取扱いに

ついて申し上げる。 

 まず，人事評価制度の

人事評価制度について

前回，議長からお話があ

ったが，制度導入時には，

評価者向け制度説明会や

導入研修などを実施する

とともに，その後は，新任

評価者研修，スキルアッ

プ研修，フォローアップ

研修など，各階層向けの

研修の充実も図ってきて

いる。こうした取組を通

じて，職員の皆さん方の

納得性が高まるよう努め

てきている。 

 さらに前回，申し上げ

たとおり，更なる人材育

成への活用を図るといっ

た観点から，必要な見直

しを行なう。 

 なお，職員の能力・実績

をより的確に把握するこ

とができるよう，係員の

業務を把握している振興

局・支庁等の出先機関の
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見直しについて，国にお

いては，個々の職員の能

力を十分に引き出し，組

織として最大限のパフォ

ーマンスを発揮するため

には，人事評価の結果を

任用，給与等に適切に反

映することが重要である

とし，令和３年９月に人

事評価制度の見直しが行

われ，昨年 10 月からは，

職員の能力・実績をより

きめ細かく的確に把握す

るための評語の細分化な

どが実施されているとこ

ろ。 

 人事評価制度について

は，その導入に当たって

は，平成２８年４月から，

改正地方公務員法に基づ

き，運用を開始し，これ

まで，全評価者を対象と

した説明会の実施，階層

別の研修やフォローアッ

プ研修の実施と内容の充

実等，様々な取り組みを

通じて，皆さん方の納得

性が高まるよう努めてき

ているところ。 

 人事評価制度の運用開

始から７年が経過し，制

度は定着し浸透している

と考えており，知事部局

においては，更なる人材

育成への活用を図るとい

った観点から，国の人事

評価制度の見直しなどを

踏まえ，職員の能力・実

績をより的確に把握し，

適切なフィードバックに

係長を一次評価者とする

評価体制の見直しも行う

こととしている。 

 また，人事評価制度が

本来の目的に沿ったより

適切な運用となるよう評

価者に対しては，定期的

にフォローアップ研修を

受講してもらうなど，評

価者研修の充実等に取り

組むとともに，被評価者

に対しては，評価制度の

より一層の周知・徹底に

取り組んでまいる。 

人事評価結果の上位区

分の昇給への反映に係る

昇給幅等の取扱いについ

て県公労の皆さん方とは

一定の結論が得られたと

ころであり，そのことを

踏まえて申し上げる。 

 評価結果の上位区分の

給与への反映について

は，これまで申し上げた

とおり，人事評価制度の

運用開始から７年が経過

し，評価制度が定着して

いることに加え，評価結

果の給与への反映に係る

国の動きや，人事委員会

報告の内容等を踏まえ，

メリハリのある給与処遇

により，組織としてのパ

フォーマンスの向上を図

るため，当分の間の取扱

いを廃止し，本来の取扱

いとする。 

 具体的には，昇給区分

「Ａ」の昇給幅を８号給

以上，昇給区分「Ｂ」の昇
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つなげる等，必要な見直

しを行うとともに，引き

続き，評価者研修の実施

等に取り組む。 

 具体的な見直し内容と

しては，評価区分の細分

化や，管理職員のマネジ

メント関連項目をより重

視した評価，よりきめ細

かい能力評価，業績評価

におけるチャレンジ目標

の設定などを行うことと

している。 

 また，振興局・支庁等

の出先機関の係長につい

て，新たに一次評価者と

する評価体制の見直しを

行うこととしている。 

 次に，評価結果の上位

区分の昇給への反映に係

る昇給幅等の取扱いにつ

いては，評価結果の上位

区分の昇給への反映にあ

たっては，平成１７年度

の皆さん方との協議にお

いて，勤務成績に基づく

昇給制度の導入にあた

り，昇給区分「Ａ」が昇給

幅８号給以上，昇給区分

「Ｂ」が昇給幅６号給と

し，分布率について，初

任層については，昇給区

分「Ａ」の分布率を５％

以内とし，昇給区分「Ｂ」

の分布率を「２０％から

「Ａ」の率を除いた率」

以内，中間層については，

昇給区分「Ａ」の分布率

を５％以内とし，昇給区

分「Ｂ」の分布率を２０％

給幅を６号給，分布率は，

初任層については，昇給

区分「Ａ」の分布率を５％

以内，昇給区分「Ｂ」の分

布率を「２０％から「Ａ」

の率を除いた率」以内，中

間層については，昇給区

分「Ａ」の分布率を５％以

内とし，昇給区分「Ｂ」の

分布率を２０％以内とす

る。 

 この取扱いの適用時期

については，令和８年１

月期の昇給からとする。 

 これにより，一般職員

の例によることとされて

いる現業職員の皆さん方

の昇給幅及び分布率につ

いては同様の取扱いとな

る。 

 なお，５７歳を超える

職員の昇給の取扱い及び

評価結果の勤勉手当への

反映については，変更は

ない。 
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以内とした上で，皆さん

方との協議が整うまでの

間は運用しないこととし

たところ。 

 その後，平成３０年度

の皆さん方との協議にお

いて，総務省研究会報告

において，「導入段階で

は，最上位の昇給効果を

６号給として運用するな

どの方策はあり得る」と

されていることなどを踏

まえ，導入段階での当分

の間の取扱いとして，昇

給区分「Ａ」の昇給幅を

６号給，昇給区分「Ｂ」の

昇給幅を５号給とし，併

せて，分布率についても，

当分の間，初任層につい

ては，昇給区分「Ａ」の分

布率を５％以内とし，昇

給区分「Ｂ」の分布率を

「２５％から「Ａ」の率

を除いた率」以内とし，

中間層については，昇給

区分「Ａ」の分布率を５％

以内とし，昇給区分「Ｂ」

の分布率を２５％以内と

しているところ。 

 一方で，本年の人事院

報告において，「個々の職

員の意欲と能力を十分に

引き出すため，能力・実

績に基づく登用やメリハ

リのある給与処遇等を推

進していくことも重要」

とされている。 

 また，本県の人事委員

会の報告においても，「評

価結果の人事管理への更
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なる活用について，国に

おける組織パフォーマン

ス向上のための見直し状

況や，本県における人事

評価制度の運用状況及び

評価結果の昇給など給与

への反映状況等を踏まえ

検討を進める必要があ

る。」と報告がなされてい

るが，これは，先ほど申

し上げた昇給幅等に係る

当分の間の取扱いも含め

て，更なる活用について

検討が必要との趣旨であ

ることを人事委員会に確

認している。 

 評価結果の上位区分の

給与への反映について

は，人事評価制度の運用

開始から７年が経過し，

評価制度が定着している

ことに加え，評価結果の

給与への反映に係る国の

動きや，人事委員会報告

の内容等を踏まえ，メリ

ハリのある給与処遇によ

り，組織としてのパフォ

ーマンスの向上を図るた

め，当分の間の取扱いを

廃止し，本来の取扱いと

したい。 

 具体的には，昇給区分

「Ａ」の昇給幅を８号給

以上，昇給区分「Ｂ」の昇

給幅を６号給，分布率は，

初任層については，昇給

区分「Ａ」の分布率を５％

以内，昇給区分「Ｂ」の分

布率を「２０％から「Ａ」

の率を除いた率」以内，
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中間層については，昇給

区分「Ａ」の分布率を５％

以内とし，昇給区分「Ｂ」

の分布率を２０％以内と

したいと考えている。 

 この取扱いは，今期の

評価結果を反映すること

となる，令和７年１月の

昇給から実施することと

したい。 

 なお，管理職及び５７

歳を超える職員の昇給の

取扱い及び評価結果の勤

勉手当への反映について

は，変更ない。 

 評価結果の上位区分の

昇給への反映に係る昇給

幅等の取扱いについては

これまでも協議の中で県

職員に共通の取扱いとし

てきたところであり，県

公労の場で協議する。 

 なお，県公労の場で一

定の結論が得られた場

合，一般職員の例による

こととされている現業職

員の皆さん方の昇給幅及

び分布率については同様

の取扱いとなる。 

 

７ 諸手当等の改善につい

て 

(1) 扶養手当の支給額を引

き上げ，就学中は年齢に限

らず支給すること。 

(2) 通勤手当を大幅に引き

上げるとともに，２km 未満

も含めて全額実費支給とす

ること。 

(3) 一時金については，期

７の諸手当について

は，多岐にわたって要求

をいただいているが，扶

養手当や通勤手当など国

の取扱い，県職員全体の

取扱いに準じて検討すべ

きものについては，県職

員全体の共通課題として

県公労の場で協議する。 
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末手当に一本化し，年間５．

２月分以上にすること。 

 

 (4) ３級および４級在級

者の傾斜配分を引き上げる

こと。 

 

 (4)の期末・勤勉手当の

加算の基準については，

平成１７年度に，皆さん

方との協議を経て，一定

の整理を行ったところで

あり，また，平成１９年

には，３級在職者すべて

を対象とする見直しを行

い，国よりも有利な取扱

いとなっている。現行の

とおりでまいりたい。 

７の(4)の期末・勤勉手

当の加算の基準について

は，前回，議長からお話が

あったが，平成１７年度

に，皆さん方との協議を

経て，国に準じて５級の

職員に１０％の加算措置

を行うこととし，職務給

の導入という観点から，

最高級の５級の位置付け

については，私どもの責

任と判断によって任用す

る主任の方々としたとこ

ろ。 

 現行のとおりでまいり

たい。 

 

期末・勤勉手当の加算

の基準について，皆さん

方から様々なお話があ

ったが，先ほど申し上げ

たとおり，平成１７年度

に，皆さん方との協議を

経て，国に準じて５級の

職員に１０％の加算措

置を行うこととし，職務

給の導入という観点か

ら，最高級の５級の位置

付けについては，私ども

の責任と判断によって

任用する主任の方々と

したところ。 

 現行のとおりでまい

りたい。 

(5) 種雄牛馬等取扱手当の

支給額を 500 円に引き上げ

ること。 

(6) 道路補修作業手当の支

給額を 350 円に引き上げる

こと。また，動物死骸除去手

当を新設すること。 

 

特殊勤務手当及び調整

額については，皆さん方

の業務実態について，職

場実態調査を丁寧に行う

など，把握に努めてまい

りたい。 

 私としても今年度は，

水産技術開発センター及

び農業開発総合センター

の現場を見させていただ

いた。 

 いずれの職場におきま

しても，日頃，皆さん方

が懸命に頑張っていただ

いており，また，それぞ

れの職場で，安全かつ効

率的に業務に当たってい

ただくための工夫なども

されていると感じたとこ

ろ。 

特殊勤務手当及び給料

の調整額については前回

皆さん方から様々なご主

張があったが，皆さん方

の業務実態について，職

場実態調査を丁寧に行う

など，把握に努めてまい

りたい。 

私としても着任以降，

これまで可能な限り皆さ

ん方の職場を視察させて

いただいた。 

 具体的には令和３年度

は肉用牛改良研究所を，

昨年度は畜産試験場及び

道路維持補修作業の現場

を，そして今年度は水産

技術開発センター及び農

業開発総合センターをそ

れぞれ見させていただい

特殊勤務手当及び給

料の調整額については，

これまでの皆さん方か

らのご主張，職場実態調

査結果，関係部局からの

聞き取り結果を踏まえ

業務実態の把握に引き

続き努めてまいりたい。 

 その上で，皆さん方か

ら道路補修等作業手当

に関連して動物死骸処

理に係る不快性等につ

いて強いご主張があっ

たことを踏まえ，私ども

として何ができるか改

めて検討した。 

 まず，道路補修作業手

当の上限額の水準につ

いては，同様の業務に従

事する他県の職員と比
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 他方で，特殊勤務手当

及び給料の調整額につい

ては，給与決定原則に照

らして，国や九州各県の

取扱い等を踏まえて検討

する必要がある。 

 改めて，特殊勤務手当

の制度について申し上げ

ると，「著しく危険，不快，

不健康又は困難な勤務そ

の他の著しく特殊な勤務

で，給与上特別の考慮を

必要とし，かつ，その特

殊性を給料で考慮するこ

とが適当でないと認めら

れるもの」に従事する職

員に対して，その勤務の

特殊性に応じて支給する

ことができる旨が条例に

定められているところ。 

 また，給料の調整額に

ついては，「給料月額が，

職務の複雑，困難若しく

は責任の度又は勤務の強

度，勤務時間，勤務環境

その他の勤務条件が同じ

職務の級に属する他の職

に比して著しく特殊な職

に対し，適当でないと認

めるとき」に措置するこ

とができるものであり，

また，措置の対象となる

職務の特殊性は，「恒常

的，安定的」なものであ

ることが必要であるとさ

れている。 

 特殊勤務手当及び給料

の調整額については，業

務実態の変化や社会情勢

の変化などもあり,国や

た。 

 いずれの職場において

も，日頃，皆さん方が懸命

に頑張っていただいてお

り，また，それぞれの職場

で，安全かつ効率的に業

務に当たっていただくた

めの工夫などもされてい

ると改めて感じたとこ

ろ。 

 他方で，特殊勤務手当

及び給料の調整額につい

ては，給与決定原則に照

らして，国や九州各県の

取扱い等を踏まえて検討

する必要がある。 

 改めて，特殊勤務手当

の制度について申し上げ

ると，「著しく危険，不快，

不健康又は困難な勤務そ

の他の著しく特殊な勤務

で，給与上特別の考慮を

必要とし，かつ，その特殊

性を給料で考慮すること

が適当でないと認められ

るもの」に従事する職員

に対して，その勤務の特

殊性に応じて支給するこ

とができる旨が条例に定

められているところ。 

 また，給料の調整額に

ついては，「給料月額が，

職務の複雑，困難若しく

は責任の度又は勤務の強

度，勤務時間，勤務環境そ

の他の勤務条件が同じ職

務の級に属する他の職に

比して著しく特殊な職に

対し，適当でないと認め

るとき」に措置すること

較して遜色ないところ。 

 また，動物死骸処理に

ついては，現在の日額手

当の中に含まれている

と先ほど申し上げたと

ころ。 

 他方で，令和２年度か

ら動物の死骸処理件数

について把握を行って

いるところであるが，県

内の処理件数は約２千

件で推移しており，ま

た，動物死骸の処分方法

が変化していること等

も踏まえると，動物死骸

処理に係る不快性が従

前より高まっていると

考えている。 

 このような実態があ

るなかで，皆さん方の強

いご主張を踏まえ，動物

の死骸の除去，運搬等を

行なうなど動物死骸処

理に直接従事した場合

については，５０円加算

し，日額３５０円を支給

したい。 

 なお，一時保存した動

物死骸の運搬・処分のみ

に従事した場合や，処理

中の交通整理のみを行

った場合など，処理に直

接従事したと言えない

場合については，加算の

対象外としたい。 

 種雄牛馬等取扱手当

については，現行の取扱

いでまいりたい。 

なお，そのほか，特殊

勤務手当や調整額では
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九州各県の取扱い等を踏

まえ,平成１６年度に,皆

さん方との協議を経て，

全般的な見直しを行った

ところ。 

 今後とも，県民に説明

可能な制度，運用となる

よう適切に取扱っていく

必要があると考えてい

る。 

 以上を踏まえて，まず，

７の(5)種雄牛馬等取扱

手当の支給額について

は，本県職員の特殊勤務

手当に関する条例及び支

給規則において，農業開

発総合センターに勤務す

る職員が，種雄牛，種雄

馬若しくは種雄豚の精液

の採取の作業に従事した

場合などに支給すること

とされており，従事した

日１日につき３００円が

支給されている。 

 この３００円という支

給額については，九州各

県の同様の手当において

最高額となっており，全

国の支給状況等も踏まえ

ると，遜色がないものと

考えている。 

 現行の取扱いでまいり

たい。 

 次に，(6)の道路補道路

補修作業手当について

は，本県職員の特殊勤務

手当に関する条例及び支

給規則において，各地域

振興局・支庁の建設部に

勤務する職員が，「道路補

ができるものであり，ま

た，措置の対象となる職

務の特殊性は，「恒常的，

安定的」なものであるこ

とが必要であるとされて

いる。 

 道路補修作業手当の支

給額については，前回，皆

さん方から動物の死骸処

理に関してお話があった

が，前回申し上げたとお

り，動物の死体処理につ

いては，その業務の不快

性等は現行の日額手当の

中に含まれていると考え

ており，この手当額及び

支給対象範囲について

は，九州各県の同様の手

当と比較しても遜色がな

いものであり，現行のと

おりでまいりたい。 

 

ないが，これまでの皆さ

ん方の主張や，職場実態

調査の結果を踏まえて，

もっぱら屋外において

直射日光の下で現場作

業に従事する方々及び

もっぱら密閉された空

間において現場作業に

従事する方々の業務環

境の改善として，何がで

きるかを検討した。 

 令和３年度より，熱中

症予防の観点から，農業

開発総合センターやフ

ラワーセンターで専ら

温室内作業に従事する

技術補佐員や技術補助

員を対象に，夏用作業服

の貸与にあたっては，電

動ファンに対応した作

業服を選択可能とする

とともに，電動ファン及

びバッテリーを共用品

としている。 

 また，令和４年度から

は，温室内作業に従事す

る技術補佐員や技術補

助員全体に対象を拡大

するとともに，各地域振

興局・支庁で道路維持補

修作業に従事する道路

整備員の方々について

も，対象としている。 

 今年度からは，これに

加え，農業開発センター

茶業部に勤務し，専ら加

工作業に従事する技術

補佐員及び技術補助員

についても，茶の加工工

程で使用する熱風によ
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修の作業に従事したと

き」に支給することとさ

れており，従事した日１

日につき３００円が支給

されている。 

 また，令和２年度から，

地域高規格道路における

業務に従事した場合，他

の県管理道路での業務以

上に危険性・困難性が認

められること等に着目

し，５０円加算し，３５

０円を支給しており，さ

らには，令和３年度から

は，産業道路における業

務についても，地域高規

格道路と同様の危険性・

困難性が認められること

から，同じく５０円加算

し，３５０円を支給して

いるところ。 

 この手当額及び支給対

象範囲については，九州

各県の同様の手当と比較

しても遜色がないもので

あり，現行のとおりでま

いりたい。 

 なお，皆さん方から強

いご要求をいただいてい

る動物の死体処理につい

ては，その業務の不快性

等は現行の日額手当の中

に含まれていると考えて

いる。 

 

り高温下での作業とな

り，温室内作業と同等の

熱中症リスクがあると

考えられることから，対

象を拡大したところ。 

 来年度からは，農業開

発総合センター茶業部

栽培研究室に勤務する

技術補佐員及び森林技

術総合センターに勤務

する技術補佐員につい

ては，もっぱら屋外にお

いて直射日光の下で現

場作業に従事するもの，

水産技術開発センター

に勤務する技術補佐員

については，もっぱら密

閉された空間において

現場作業に従事するも

のであり，これらについ

ては熱中症リスクがよ

り高いものと考えられ

ることから対象として

拡大したいと考えてい

る。 

 なお，これと同様の作

業環境の下で作業する

補助作業員及び技術補

助員についても同様に

拡大したいと考えてい

る。 
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８ 給料調整額等の改善に

ついて 

(1) 技術補佐員に給料調整

額１を支給すること。 

(2) 道路維持作業に従事す

る職員に調整額１を支給す

ること。 

 

次に，８の給料の調整

額について,従来から，業

務状況の変化等により，

調整額の必要な職員につ

いては，これまで支給対

象としているところであ

り，鋭意検討してきてい

るところであるが，要求

のあった技術補佐員及び

道路維持作業に従事する

職員に対する調整数の新

設については，業務の特

殊性や恒常性，給与決定

原則に照らした国や九州

各県の取扱い等を踏まえ

ると，新設は困難である。 

前回申し上げたとお

り，要求のあった技術補

佐員及び道路維持作業に

従事する職員に対する調

整数の新設については，

業務の特殊性や恒常性，

給与決定原則に照らした

国や九州各県の取扱い等

を踏まえると，新設は困

難である。 

給料の調整額につい

ては, 前回申し上げた

とおり，要求のあった技

術補佐員及び道路維持

作業に従事する職員に

対する調整数の新設に

ついては，業務の特殊性

や恒常性，給与決定原則

に照らした国や九州各

県の取扱い等を踏まえ

ると新設は困難である。 

９ 休暇制度について 

看護休暇について子ども

の年齢を撤廃し，看護対象

が２人以上いる場合は全て

10 日以内とすること。また，

対象者を拡大し，看護要件

を拡大すること。 

９の休暇制度について

は，これまでも協議の中

で県職員全体に共通の取

扱いとしてきたところで

あり，これら休暇制度の

取扱いについては，共通

課題として県公労の場で

協議する。 

９の休暇制度について

は，前回申し上げたとお

り，これまでも協議の中

で県職員全体に共通の取

扱いとしてきているとこ

ろであるが，看護休暇に

ついて県公労の皆さん方

とは，一定の結論が得ら

れたところであり，その

ことを踏まえて申し上げ

る。 

 看護休暇については，

仕事と家庭の両立支援を

促進していく観点から，

子の年齢制限について

「中学校就学の始期に達

するまでの子」としてい

る取得要件を撤廃する。

実施時期については，令

和６年度からとする。 

 

 

10 暫定再任用職員および

定年前再任用短時間勤務職

暫定再任用制度は，高

齢期の職員が長年培った
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員の処遇等の取扱いについ

て 

(1) 暫定再任用希望の職員

については，原則フルタイ

ム勤務で任用すること。ま

た扶養手当および住居手当

等の生活関連手当を支給す

ること。 

(2) 暫定再任用職員および

定年前再任用短時間勤務職

員の賃金水準を引き上げる

こと。 

知識，経験を活用するこ

とを目的としており，職

員の希望や経験のほか，

各所属における業務の状

況，人員配置の必要性等

を総合的に判断して，任

用，配置する仕組みであ

る。 

 私どもとしては，「無収

入期間が発生しないよう

雇用と年金の接続を図

る」という総務省の通知

の趣旨を踏まえ，本県職

員の雇用と年金の確実な

接続に向け，職員の意向

も踏まえつつ，他方で職

員の経験のほか，各所属

における業務の状況，人

員配置の必要性等を総合

的に勘案して，適切に任

用，配置してまいる。 

 また，(1)の暫定再任用

職員の手当については，

令和４年度の皆さん方と

の協議を経て，従前の再

任用制度における職員と

同様の取扱いとしたとこ

ろ。 

 また，暫定再任用職員

等の給与に関しては，令

和４年度の皆さん方との

協議を経て皆さん方と同

一又は類似の職に適用さ

れている国公行（二）の

暫定再任用職員及び定年

前再任用短時間勤務職員

の方々に準じた取り扱い

としたところ。 

 

(3) 暫定再任用職員の一時 (3)の暫定再任用職員   
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金（期末・勤勉手当）の支給

月数については，正規職員

に準じること。また，勤勉手

当の査定枠を廃止するこ

と。 

の期末勤勉手当の支給月

数等については，従前の

再任用制度における職員

と同様，協議の中で県職

員全体に共通の取扱いと

しているところであり，

本年度の改定について

は，先ほど申し上げたと

おり。 

 

11 退職手当等の改善につ

いて 

(1) 退職手当を大幅に改善

し，非現業職員との退職手

当額の格差を解消するこ

と。また，職責区分による調

整額を廃止し，一律支給と

すること。 

 

 

11 の(1)の退職手当制

度については，これまで

も，基本的に国に準じ，

県職員全体に共通の取扱

いとしてきているとこ

ろ。 

 

 退職手当の調整額に

ついて，皆さん方からお

話があったが，退職手当

制度は，これまでも，基

本的に国に準じ，県職員

全体に共通の取扱いと

してきているところ。 

(2) 早期退職者募集制度の

運用については，一方的な

実施を行わないこと。また，

募集期間や特例措置などの

取扱いについて，協議する

こと。 

(2)の早期退職者募集

制度についてであるが，

早期退職を募集するかど

うかについては，現業・

非現業を問わず，その時

点でのそれぞれの職種ご

との職員の年齢構成等を

勘案して，任命権者の責

任と判断において処理す

べき事項であると考えて

いる。 

 

  

12 会計年度任用職員制度

について 

(1) 会計年度任用職員の個

別の職に関わる賃金の上限

を廃止すること。 

(2) 会計年度任用職員の勤

務労働条件の改善及び休暇

制度の充実を図ること。 

12 について，勤務労働

条件の大枠については，

県公労で協議することと

なる。 

12 の会計年度任用職員

制度についても，県公労

の場で一定の結論が得ら

れたところであり，その

ことを踏まえて申し上げ

る。 

 まず，会計年度任用職

員の給与等の改定につい
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 て，常勤職員の例により

支給する会計年度任用職

員の給与等については，

常勤職員の給与改定が反

映されることとなる。 

 次に，会計年度任用職

員への勤勉手当の支給に

ついては，今般，地方自治

法の一部を改正する法律

が公布され，これに伴い

国のマニュアルが改訂さ

れたことで，パートタイ

ム及びフルタイムの会計

年度任用職員に対する勤

勉手当の支給が令和６年

度から可能となったとこ

ろ。 

 国のマニュアルにおい

て「改正法の趣旨や，地方

公務員法に定める情勢適

応の原則や均衡の原則か

ら，一定の会計年度任用

職員に対し，期末手当と

勤勉手当のいずれも支給

することが基本となるも

のである。」とされてい

る。 

 会計年度任用職員の手

当等については，これま

で国のマニュアルを踏ま

え対応してきているとこ

ろであり，国のマニュア

ルの改訂内容等を踏ま

え，会計年度任用職員に

対して勤勉手当を，令和

６年６月期から支給する

こととする。 

 支給対象については，

期末手当の支給対象と同

様，原則として，１週間当
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たりの勤務時間が１５時

間３０分以上の者かつ任

期が６月以上である者と

し，基準日についても，期

末手当と同様に，６月１

日，12 月１日とする。 

 支給額については，「勤

勉手当基礎額」に「期間

率」を乗じ，さらに「成績

率」を乗じる算出方法と

し，勤勉手当基礎額につ

いては，期末手当基礎額

と同様とし，期間率につ

いては，基本的に常勤職

員の例によることとし，

成績率の区分及び成績率

は常勤職員の例によるこ

ととする。 

 また，人事評価結果の

成績率への反映について

は，国のマニュアルにお

いて「人事評価の結果を

適切に成績率に反映する

必要がある。」とされてい

ることを踏まえ，会計年

度任用職員の勤勉手当の

成績率については，常勤

職員と同様に，人事評価

の結果を反映させること

とする。 

 会計年度任用職員の人

事評価について，現行の

会計年度任用職員の人事

評価は，「目標を達成」と

「目標の達成が不十分」

の２区分としているとこ

ろであり，成績率への評

価結果の反映に当たって

は，現行の人事評価制度

に基づく評価結果を基礎
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とすることとしている。 

 なお，これらの評価区

分は，それぞれ常勤職員

の勤勉手当の成績区分に

あてはめると，「目標を達

成」はＣ，「目標の達成が

不十分」はＤ・Ｅに相当す

るものとして取り扱う。 

 

13 実施時期について 

 以上の改善は，2023 年４

月１日から実施すること。 

13の実施時期について

は，それぞれの項目ごと

に申し上げているとお

り。 

 

  

14 特例事項について 

 地公法第 28条第 4項の特

例事項については，公務外

にも拡大適用すること。 

14の特例事項の拡大適

用については，春にも申

し上げたとおり，公務と

関係のない職員の私的行

為に係る場合を含めて特

例事項の対象とすること

は，県民感情からも理解

を得るのは難しいと考え

ている。 

 

  

15 人員確保について 

 県の行政責任として「安

全かつ良質な行政サービス

の提供と県民の財産と生

命」を守るため，現場第一線

で培った経験や知識等を確

実に継承できる体制を作る

こと。 

15の人員確保について

は，別途，皆さん方から

全国統一行動の一環とし

て要求書の提出があり，

先月，その要求書に対す

る回答の場で，この件に

関して，私どもの考え方

を申し上げたところ。 
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【提案事項】 要求書にはないが，療

養休暇及び休職の取扱い

について県公労に提案し

た内容についてお伝えす

る。 

 療養休暇及び休職の期

間については，療養休暇

においては鹿児島県職員

安全衛生管理規程，休職

においては鹿児島県職員

の分限に関する手続き及

び効果に関する条例に基

づき，療養休暇が９０日

又は６月，休職が３年の

範囲内と，それぞれの期

間が定められているとこ

ろ。 

 再度の療養休暇及び休

職の期間に係る取扱いに

ついては，これまで，個々

の事例を踏まえ適切に対

応してきたところ。 

 一方，職員の心身両面

における健康の保持・増

進の観点から，再度の療

養休暇及び休職の可否

や，期間の上限等を示す

ことは，休職者等が復職

に向けた療養に専念し，

円滑な職場復帰を目指し

ていただくために重要で

あると考えている。 

 このため，今回，従前

の運用実績を踏まえつ

つ，他県の事例も考慮し，

運用基準を明確にしたい

と考えている。 

 具体的には，同一疾病

で再発した場合について

は，療養休暇及び休職か

要求書にはないが，勤

務間インターバル，介護

を理由に離職した職員の

再雇用制度，療養休暇及

び休職の取扱いについて

県公労の皆さん方と，一

定の結論が得られたとこ

ろであり，その内容につ

いてお伝えする 

 まず，勤務間インター

バルについて，国におい

ては，勤務間のインター

バルの確保の取組を早期

に推進するため，人事院

規則に新たな努力義務の

規定を設け，令和６年４

月の施行を目指すことと

しているところ。 

 本県においても令和６

年４月から，職員の健康

保持と公務能率の更なる

向上等の観点に加え，業

務の円滑な執行も考慮

し，全ての職員を対象に

努力義務として，勤務間

のインターバルの確保に

資する取組を推進してま

いる。 

 具体的には，原則とし

て，業務の合理化等によ

る超過勤務の縮減，年次

有給休暇の取得促進，併

せて時差出勤制度の活用

により１１時間の勤務間

のインターバルの確保に

取り組む。 

 なお，多様で柔軟な働

き方の促進の観点も考慮

し、時差出勤の遅出の始

業時刻を現行の１０時か
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ら復職後１年以上が経過

していたときには，再度，

療養休暇及び休職の対象

になるものと定めたいと

考えている。 

 新たな運用基準につい

ては，令和６年４月から

の取扱いにしたい。 

 このことについては，

共通課題として県公労の

場で協議する。 

 これらの取扱いについ

ては，今期，皆さんと十

分協議を尽くし，ご理解

を得たい。 

 

ら拡大し，１０時３０分

及び１１時から始業が可

能となるよう取得形態を

拡大するとともに，事後

承認や，所属長命令によ

る時差出勤を可能とする

など，所要の改正を行な

う。 

 介護を理由に離職した

職員の再雇用制度の新設

については，本県職員が

育児・介護等のやむを得

ない理由で退職した場合

に再雇用する制度につい

て，令和６年度からの実

施に向けて，人事委員会

と協議を進める。 

 療養休暇及び休職の取

扱いについては，前回申

し上げたとおり，従前の

運用実績を踏まえつつ，

他県の事例も考慮し，運

用基準を明確にする。 

 具体的には，同一疾病

で再発した場合について

は，療養休暇及び休職か

ら復職後１年以上が経過

していたときには，再度，

療養休暇及び休職の対象

になるものと定める。 

 新たな運用基準につい

ては，令和６年４月から

の取り扱いとする。 

 その他の項目について

は，前回申し上げたとお

り。 
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